様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2024年3月14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） めいほうふぁしりてぃわーくすかぶしきがいしゃ
一般事業主の氏名又は名称　明豊ファシリティワークス株式会社
（ふりがな）  おおぬき　よし        
（法人の場合）代表者の氏名  大貫　美    印   
住所　〒102-0093　東京都千代田区平河町二丁目7番9号　JA共済ビル6F 
法人番号　　7010001072436　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社における情報処理技術（デジタル）活用の目的の変化と顧客への価値提供について
及び
2023年3月期　決算説明会資料

	公表日
	2023年11月17日（当社ホームページ）
及び
2023年6月11日（決算説明会資料）

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについての認識につきまして）
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（１）企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定

（経営ビジョンの策定と公表につきまして）
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（４）実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
及び
2023年3月期　決算説明会資料
https://www.meiho.co.jp/ir/presentation/2306011.pdf
P20　「中長期ビジョンへの取り組み」
P26　「人的資本経営への取り組み」

（経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性と公表につきまして）
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（１）企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定


	記載内容抜粋
	（デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについての認識につきまして）
当社が建設業許可を取得した1989年頃の社会状況は、一般的な建築工事は、規模の大小にかかわらず、発注する施主が工事全体の供給者である元請け会社との間で、工期と工事総額を定めた工事請負契約を締結するもので、施主は、元請工事会社から下請工事会社への発注内容や発注金額等について関与しない商慣行であり、品質、工期、コストなどに関わる意思決定を顧客がすることはできない社会状況でした。
当社はこのような社会を大きく変え、自社の競争優位性を向上させることとして、当時デジタル揺籃期であった情報処理技術を積極的に活用することを決め、「明朗会計方式」を採用し、フィービジネスへ転身を図りました。

（経営ビジョンの策定と公表につきまして）
当社は実務執行統括責任者を代表取締役社長と定め、社長が、事業推進会議メンバーを通じて、全社員の企業理念や経営戦略のへ理解と、決算説明資料等を解説し、下記の事項を定期的に社内外へ情報発信することで、効果的な戦略の推進を図ります。
· 中長期ビジョンへの取り組み
「唯一無二の存在として」
· 透明で納得感の高い社会へ導く
· 発注者に伴走して新しい価値を共創する
「家族が誇れる会社」
· 正しいことをやり抜き、生き生きと働く
· 個人の成長、成果に見合う高収入
「発注者支援事業が社会還元」
· 透明で納得感の高い社会への貢献
· ESG投資、株主還元の充実を通じて社会に貢献する
· 人的資本経営への取り組み
「フェアネス・透明性」の企業理念の下、社員一人ひとりが高い志をもって、自らの成長と達成感を実感し、顧客側のプロとして、企業価値及び事業の競争優位性を高め、発注者支援事業の無限の可能性を追求する。

（経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性と公表につきまして）
フィービジネスで利益を会社として計上することは難しいと考えられていましたが、当社ではプロジェクト管理システムであるMPSによって顧客に提供する価値をデジタル情報として可視化・定量化することで、顧客の信頼を獲得することと、併せて、当社メンバー一人ひとりや個々のプロジェクトチームの生産性を定量化し、全てのプロジェクトメンバーがプロジェクトの経営者となって、生産性を向上できるようにする仕組みである明豊マンアワーシステム（AMS＝Activity Management System）を自社開発し、MPSと連動させることで、フィービジネスへの転換、経営ビジョンの実現に成功した。同時に社員の働き方もデジタル化し、完全なペーパーレス化を実現しました。その後、テレワークとデータ活用推進の仕組みをはじめ社内のさまざまな仕組み（システム）構築についても、自社開発してきました。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社ホームページにおいて公開している「当社における情報処理技術（デジタル）活用の目的の変化と顧客への価値提供について」は、2023年11月17日の取締役会の決議に基づき公開しているものであります。
また2023年3月期　決算説明会資料は、2023年5月12日の取締役会決議に基づき公開しているものであります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社における情報処理技術（デジタル）活用の目的の変化と顧客への価値提供について

	公表日
	2023年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（２）企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定

	記載内容抜粋
	企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）として、デジタル技術を用いたデータ活用となるＭＰＳ及びＡＭＳを自社開発し活用することで、顧客満足度向上と当社の収益性向上との両立を実現する戦略を次の通り決定し、実行した。
· 2001年、デジタルな働き方を支える環境と、データ活用の仕組み導入に着手し、建築や設備のプロを巻き込んだ方法によるプロジェクト管理システム（ＭＰＳ）を自社開発し、同時にペーパーレスの徹底と、全社員テレワークの導入を決定した。
· 2002年、発注者からいただく報酬のみで事業を成立させるビジネスモデルとして、「ＣＭ（発注者支援ビジネス）＝フィービジネスへの移行」を決定し、社内外に宣言した。
· フィービジネスの根幹を支える仕組みとして、ＭＰＳ開発から２年後の2003年にＡＭＳを自社開発し、全社員のアクティビティを定量化することを決定した。このＡＭＳは、各プロジェクトを担当する人材一人ひとりや個々のプロジェクトチームの生産性定量化を行い、社員が自らの行動を定量的に把握し、自らの成長と効率化による収益への貢献をプロジェクトの経営者として、主体的且つ定量的に把握できる。この様に、個別プロジェクト情報や顧客、業務内容毎に可視化・共有し、上司がメンバーとともに常に効率化や発注者への価値の提供を語ることで、顧客満足度を落とすことなく収益性を上げる環境を構築した。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社ホームページにおいて公開している「当社における情報処理技術（デジタル）活用の目的の変化と顧客への価値提供について」は、2023年11月17日の取締役会の決議に基づき公開しているものであります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	＜体制・組織につきまして＞
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（２）企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
① 戦略を効果的に進めるための体制


＜人材の育成・確保につきまして＞
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（２）企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
企業経営の具体的な方策（戦略）として、次の事項を決定した。

＜外部組織との関係構築・協業の方針につきまして＞
当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（２）企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）として、次の事項を決定した。


	記載内容抜粋
	＜体制・組織につきまして＞
企業経営の戦略を推進するための体制として、各部門長をメンバーとする事業推進会議を1997年頃から運用を開始し、経営者と事業推進会議メンバーが協議し決定した各事項について、各部門での推進を部門長が責任をもって対応しています。
社内DXを効果的に推進するための体制として、代表取締役とシステム担当役員とが連携を密にし、システム担当役員は、システム内製化を支えるSI部門について、開発機能と、運用保守機能を設け、一方でデータベース化した情報の活用について責任をもつデータ活用推進室を設け、社内DX化を推進しています。SI部門とデータ活用推進室とが連携して、今でも日々社内外利用者の声を聞き、システムの開発と改良を行い、データの可視化共有を図っています。
当社社員は、「建築や設備のプロとともに開発した自らの情報システム」を通じた顧客へのサービス提供について、社会貢献に役立っていることを認識し、日々活動しています。

＜人材の育成・確保につきまして＞
人材の採用において、企業理念への共感が高いことを採用の第1条件としました。そのうえで、高い専門性と豊富な経験を持つ優秀な人材を集めました。
生産性向上と価値提供の可視化による収益を原資として、社員の処遇を向上させた上で、企業として増益を目指すこととしました。例えば、デジタル活用による効率化がもたらす「移動時間や残業時間大幅短縮」により残業代が削減され、当社はその削減分を社員に還元すること等で、効率的に働く社員の意欲を支えました。
優秀な社員の処遇改善と、新しい人材を確保することを目的として、社員の平均年収を高い水準にすることを決めました。その結果、2021年度時点で社員の平均年間給与は1000万円を超えるまでになりました。
上場会社になることで当社の社会的存在意義を全社員に明確化し、世の中における当社の経営の透明性を高めることとしました。

＜外部組織との関係構築・協業の方針につきまして＞
2015年、厚生労働省が全国で主催する「テレワーク・セミナー」に講師として参加し、当社のテレワークの実態を説明することで、社会的にテレワークが普及することに貢献することとしました（大阪、広島、高松、名古屋で講演）。
2017年、中小企業庁委託事業、商工会議所主催「プラスITセミナー」に講師として参加し、当社のITの活用状況を外部に説明することで、当社の情報処理技術の活用状況を更に高めることと、受講企業のIT活用に貢献することとしました（焼津、鳥取、府中、東京都で講演）。
2019年、当社のテレワークの水準を更に向上させるため、「テレワーク先駆者百選　総務大臣賞」に応募し、2020年に総務大臣賞を受賞しました。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（２）企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示

	記載内容抜粋
	システム担当役員は、AIやセキュリティ面等で専門性の高い外部組織と契約を締結し、SI部門及びデータ活用推進室に対して、内製化及び運用保守面での専門的な助言を受けられる環境を提供しています。
DX推進、情報の可視化によって高まる情報セキュリティリスクにつきましては、全社的にISO27001の認証を受けることと、常に高いリスク対応環境を整備することにしています（2007年に全社で認証済み）。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社における情報処理技術（デジタル）活用の目的の変化と顧客への価値提供について

	公表日
	2023年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/corporate/dx/
（３）戦略の達成状況に係る指標の決定

	記載内容抜粋
	企業価値向上の指標として、以下2点を定めました。

1 当社が提供する価値への顧客の評価を確認する指標として、毎年全受注案件に占める既存顧客からのリピート割合を、概ね60％とし、それを超える水準を目指します。実績は決算説明資料で公開します。
実績：決算説明会資料　P18　既存顧客受注割合
https://www.meiho.co.jp/ir/presentation/2212151.pdf

2 当社の生産性向上を確認する指標として、全社での直接１時間当たりの売上粗利益について、2013年3月期を100として、その後の10年間で概ね150％以上の水準を目指します。
· 顧客へのサービス提供価値向上による単価UPと、効率化による生産性UPを両立させることで、技術者の増員計画や新入社員の研修期間中の生産性ダウンを吸収した上で、将来に向けての体制強化と処遇改善を両立させます。
· 20年間を超える社内DX活用によって、顧客への高いサービス品質提供（価値向上）に伴う競争力向上や、効率化による残業時間削減（コスト削減）を実現させ、これらによる収益を逐次社員に還元することで、全社員のモチベーションを向上させ、増員に伴う一時的な生産性ダウンを吸収した上で、体制の強化を着実に実現しました。
実績は決算説明会資料で公開します。
実績：決算説明会資料　P31　生産性の推移
https://www.meiho.co.jp/ir/presentation/2212151.pdf




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2024年3月14日

	発信方法
	· 推進状況に関する発信

当社ホームページ
URL
https://www.meiho.co.jp/ir/message.html

· 戦略の指標の達成状況
既存顧客のリピート割合
実績：決算説明会資料　P18　既存顧客受注割合
https://www.meiho.co.jp/ir/presentation/2212151.pdf

直接1時間あたりの売上粗利益
実績：決算説明会資料　P31　生産性の推移
https://www.meiho.co.jp/ir/presentation/2212151.pdf


	発信内容
	代表取締役社長自らのメッセージとして、

弊社は、企業経営の方針として、情報処理技術活用の方向性とその具体的な戦略、達成状況に関する指標について決定し、2023年11月17日に弊社ホームページにおいて「情報処理技術（デジタル）活用の目的と顧客への価値提供について」を公開しました。その後弊社は、決定した全ての事項について実現しております。達成状況に関する指標につきましては、今後決算説明会にて発信して参ります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年10月～継続実施中

	実施内容
	「DX推進指標フォーマット」により課題を把握しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2007年1月～継続実施中

	実施内容
	（対策の策定）
当社は次の通り対策を策定しています。
· 全拠点、全社員、全事業を対象として、国際規格「ISO27001」/国内規格「JISQ27001」の認証を取得し、毎期PCDAサイクルの中でセキュリティ対策を見直すこと。
· 年1回のISMS内部監査を実施すること（ISMS管理規程に規定）。
· 年1回、ISMS外部認証機関による監査を受けること（ISO27001基準）
· CSIRTを構築し、インシデント等に的確に対応すること。
· DX支援事業における顧客向けクラウドサービスにつきましては、第三者によるセキュリティ診断を受けること
（対策の定期的な実施）
当社は策定した対策を次の通り定期的に実施しています。
· 全拠点、全社員、全事業を対象として、国際規格「ISO27001」/国内規格「JISQ27001」の認証を2007年に取得し、それ以降、毎期PCDAサイクルの中でセキュリティ対策を見直しています。
· 年1回のISMS内部監査をISMS管理規程に基づき実施しています。
· 年1回、ISO27001認証更新等に伴い、ISMS外部認証機関による監査を受けています。
· CSIRTを構築し、インシデント等に基づくセキュリティ強化を継続的に実施しています。
· DX支援事業における顧客向けクラウドサービスにつきましては、第三者によるセキュリティ診断を受けています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

